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平成３０年（行ウ）第３３号  未払賃金請求事件  

原 告  

被 告 埼玉県  

 

原告準備書面１ 

 

                ２０１９（平成３１）年２月２２日  

 

さいたま地方裁判所 第５民事部  合議係  御中  

 

        原告訴訟代理人弁護士           

  

 

第１ はじめに  

  本書面では、日本の学校における全国的な教員の長時間労働の実態

について述べる。  

  日本の学校教員の労働実態については、教員の長時間労働が大きな

社会問題となっていることを背景として、近年、多数の調査が行われ

ている。これらの各調査により、以下に述べる通り、教員が長時間に

わたる時間外労働を余儀なくされているという実態が、全国的に共通

した一般的なものであること、かつ、年間を通じて恒常化したもので

あることが明らかとなっている。  

 

第２ 文部科学省による教員勤務実態調査  

１ 調査の概要  

教員の勤務実態について、文部科学省（文部省）は、これまで１９
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６６（昭和４１）年度、２００６（平成１８）年度及び２０１６（平

成２８）年度の３回にわたり、大掛かりな教員勤務実態調査を行った。 

  １９６６年度に実施された「教員勤務状況調査」（甲３の２２～２

６頁。以下「昭和４１年度調査」という。）は、調査期間を１９６６年

４月３日から翌年４月１日まで、調査対象を公立学校及び国立学校と

して、地域類型別・学校規模別に抽出された対象校の全教職員、すな

わち校長・教頭・教員・養護教員・事務職員・実習助手から回答を得

た。対象となった学校数・教職員数は、年間合計で、小学校は２４０

０校・３万６６１７人、中学校は１１０４校・２万２５２２人であっ

た。 

次に、包括的な調査としては４０年ぶりに実施された２００６年度

の「教員勤務実態調査」(甲３。以下「平成１８年度調査」という。)

では、２００６年７月３日から同年１２月１７日にかけて、１期を４

週間とし、６期に分けて調査が行われた。調査対象校は全国の公立小

学校及び中学校、調査対象者は校長、教頭・副校長、教諭、栄養教諭、

養護教諭、常勤講師とされた（昭和４１年度調査と異なり、事務職員

は含まれていない）。１期ごとに各１８０校、合計２１６０校が調査対

象校として抽出され、合計約５万人の教員から回答を得た。  

文部科学省による最新の調査は、２０１６年度に１０年ぶりに実施

された「教員勤務実態調査」（甲４、甲５。以下「平成２８年度調査」

という。）である。平成２８年度調査は、２０１６年１０月中旬から同

年１１月中旬にかけて、公立の小学校及び中学校各４００校を調査対

象校、校長、教頭・副校長、教諭、講師、栄養教諭、養護教諭を調査

対象者として実施され、小学校は３９７校・８９５１人の教員から、

中学校は３９９校・１万６８７人の教員から回答を得た。 
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 ２ 時間外労働の実態 

⑴ 昭和４１年度調査によると、１週当たりの平均勤務時間数は、小

学校の教員については、服務時間内が４７時間０５分、服務時間外

が２時間３０分、中学校の教員については、服務時間内が４７時間

０９分、服務時間外が３時間５６分であった（甲３の２４頁）。 

また、８月を除く１１カ月間における１週当たりの平均時間外勤

務時間は、小学校で２時間３６分、中学校で４時間３分であり、この

時間から、服務時間内における社会教育関係団体等の学校関係団体

の仕事に従事した時間を相殺減した結果、１週当たりの平均時間外

勤務時間は、小学校で１時間２０分、中学校で２時間３０分、平均で

１時間４８分（１月当たりでは平均約８時間）になると算定された

（乙６の１１０～１１２頁）。  

昭和４１年度調査によれば、１週間平均の時間外勤務時間が年間

４４週にわたって行われた場合、時間外労働手当に要する金額は、

その算定の基礎となる給与に対し、約４パーセントに相当すること

になる。  

この調査結果を踏まえて、給特法制定の際、「教職調整額」の金額

は、「給料月額の１００分の４に相当する額」に設定された（乙６の

１１２頁）。 

  ⑵ 他方、平成２８年度調査によれば、教員の大半を占める教諭の平

日１日当たりの平均勤務時間数（持ち帰り時間は含まない）は、小

学校で１１時間１５分、中学校で１１時間３２分に達している。こ

れは、平成１８年度調査における同時期（第５期）の数値と比較し

ても、１日当たり、小学校で４３分、中学校で３２分の増加となっ

ている（甲４の４６頁、甲５の９頁）。 
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また、教諭の土日１日当たりの平均勤務時間数（持ち帰り時間は

含まない）は、小学校で１時間７分、中学校で３時間２２分に達し

ており、同時期の平成１８年度調査と比較しても、小学校で４９分、

中学校で１時間４９分の増加となっている（甲４の４７頁、甲５の

１０頁）。  

そして、教諭の１週間当たりの平均総勤務時間数（持ち帰り時間

は含まない）は、小学校で５７時間２９分、中学校で６３時間２０分

であり、平成１８年度調査と比較して、小学校で４時間１３分、中学

校で５時間１４分の増加となっている（甲４の５０頁、甲５の１３

頁）。これらの勤務時間数は、１週間の所定勤務時間（３８時間４５

分）を、小学校で１８時間４４分、中学校で２４時間４５分と、大幅

に超過している。  

このように、昨今の教員の勤務実態は、昭和４１年度調査当時の

勤務実態とは、全くかけ離れたものとなっている。  

  ⑶ 平成２８年度調査結果によれば、小学校教諭の３３．５％、中学

校教諭の５７．６％が、週６０時間以上勤務をしていることが明ら

かとなっている（甲４の５１頁、甲５の１４頁）。週６０時間以上勤

務をしているということは、週２０時間を超える時間外勤務、すな

わち月に換算すると概ね８０時間を超える時間外勤務に従事して

いることを意味する。 

さらには、小学校教諭の１７．２％、中学校教諭の４０．６％は、

週６５時間以上勤務、すなわち月に換算すると概ね１００時間を超

える時間外勤務に従事している（甲４の５１頁、甲５の１４頁）。 

厚生労働省は、いわゆる過労死の労災認定基準として、脳・心臓疾

患が発症する前の１カ月間に約１００時間以上、または２～６ヶ月

間に毎月約８０時間以上の時間外勤務があった場合に、業務と発症
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との関連性が強いとしているところ、上記のように、高い割合の教

員が、月８０時間以上、いわゆる「過労死ライン」を超える時間外勤

務に従事しているというのが実態である。  

他方、週５０時間未満勤務の割合は、小学校教諭は１８．１％、中

学校教諭は１１．１％に過ぎず（甲４の５１頁、甲５の１４頁）、後

に述べるように、他業種と比べても極端に低い数字となっている。  

  ⑷ しかも、教員は、授業の準備や試験問題の作成・採点等を自宅で

こなすことが多いところ、上記⑵⑶の数値には、いずれも持ち帰り

勤務の時間は含まれていない。  

平成２８年度調査によれば、１日当たり平均で、小学校教諭は平

日２９分、土日１時間８分、中学校教諭は平日２０分、土日１時間１

０分の持ち帰り勤務が生じている（甲４の５３頁、甲５の１６頁）。 

これらの持ち帰り勤務時間を考慮して、１週当たり５時間分を単

純に足し合わせると、いわゆる過労死ラインを超える態様で勤務し

ている、週６０時間以上勤務の教員の割合は、小学校教諭の５７．

９％、中学校教諭の７４．１％にも上り、小学校教諭の１７．２％、

中学校教諭の４０．６％は、月１２０時間の時間外勤務に従事して

いることになる。  

これは、後に述べるように、他業種と比べても、突出して高い数値

であるといえる。  

 

 ３ 恒常的な時間外労働の存在  

平成１８年度調査では、７月から１２月を６期に分けて、第２期を

夏季休業期、それ以外を通常期として、各期の調査回答データを集計

している。この調査結果によれば、小学校教諭の勤務日１日当たりの

平均時間外勤務時間は、第１期が１時間４８分、第２期が１８分、第
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３期が１時間３６分、第４期が１時間４２分、第５期が１時間４０分、

第６期が１時間３４分であり、持ち帰り時間は、第１期が５３分、第

２期が１６分、第３期が３４分、第４期が３８分、第５期が３８分、

第６期が４４分である（甲３の３０１頁）。 

このように、小学校の教員には、第２期（夏季休業期）を除き、１日

約２時間の時間外勤務が恒常的に発生しており、特定の期間に限定し

て多忙となっているわけではない。  

また、同調査によれば、第２期（夏季休業期）においても、勤務日１

日当たりの平均勤務時間（持ち帰り時間を含まない）は、小学校教諭

が８時間０３分（時間外勤務１８分）、中学校教諭が８時間２８分であ

る。さらに、勤務日１日平均で小学校教諭には１６分、中学校教諭に

は３３分の持ち帰り勤務が発生している。加えて、休日にも、小学校

教諭には１日当たり平均５分の時間外勤務及び３５分の持ち帰り勤務、

中学校教諭には１日当たり平均４７分の時間外勤務及び５０分の持ち

帰り勤務が発生している（甲３の２３５頁）。  

これらの結果から明らかな通り、夏季休業中であっても、教員の業

務がなくなるわけではなく、授業準備、事務・報告書作成、研修等の

業務に多くの時間が割かれ、時間外勤務が発生しているのである。  

 

４ 休憩時間の実態  

平成１８年度調査によれば、勤務日１日当たりの休憩時間は、小学

校教諭は、第１期が１０分、第２期が４９分、第３期が１７分、第４

期が６分、第５期が６分、第６期が５分であり、中学校教諭は、第１

期が１０分、第２期が４２分、第３期が１９分、第４期が８分、第５

期が７分、第６期が８分である（甲３の２２７頁、２４０頁、２５３

頁、２６６頁、２７９頁、２９２頁）。 
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このように、小学校教諭・中学校教諭ともに、第２期（夏季休業期）

を除き、１日当たり１０分前後の休憩時間しか取れていないことが明

らかになっている。  

さらに、平成２８年度調査においては、平日１日当たりの休憩時間

は、小学校教諭のうち週６０時間以上勤務では１分、週６０時間未満

勤務では３分、中学校教諭のうち週６０時間以上勤務では２分、週６

０時間未満勤務では６分と、平成１８年度調査をさらに下回る数値と

なっている（甲４の６０～６１頁）。  

このように、教員は、連日の時間外勤務・長時間勤務が続く一方で、

勤務時間中の休憩時間は数分程度しか取れないというのが実態である。 

  

 ５ 業務内容別の勤務時間  

業務内容別の勤務時間を、平日の小学校教諭について見ると、平成

１８年度調査・平成２８年度調査のいずれも、「授業」の時間が最も長

く、平成１８年度調査では３時間５８分、平成２８年度調査では４時

間２５分である。次いで、「授業準備」（同１時間０９分、１時間１７

分）、「生徒指導（集団）」（同１時間１７分、１時間）、「朝の業務」（同

３３分、３５分）、「成績処理」（同３３分、３３分）、「学校行事」（同２

９分、２６分）、「会議・打ち合わせ」（同３１分、２４分）、「学年・学

級経営」（同１４分、２３分）、「学校経営」（同１５分、２２分）、「事

務・報告書作成」（同１１分、１７分）等となっている（甲４の５６頁、

甲５の１８頁）。 

これらのデータからは、「授業」の時間が大幅に増加したほか、「学

年・学級経営」、「学校経営」、「事務・報告書作成」等に充てられる時間

が増加していることが確認できる。  
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 ６ 教員の多忙感  

平成１８年度調査によれば、「仕事に追われて生活のゆとりがない」

とどれくらい感じるかという質問に対して、小学校教諭の４６．８％、

中学校教諭の４８．３％が「とても感じる」、小学校教諭の３９．１％、

中学校教諭の３７．６％が「わりと感じる」と回答している（甲３の

２１８頁、２２１頁）。 

また、「授業の準備をする時間が足りない」という質問に対しては、

小学校教諭の４６．８％、中学校教諭の４５．３％が「とても感じる」、

小学校教諭の３９．１％、中学校教諭の３９．４％が「わりと感じる」

と回答しており、「教員が行うべき仕事が多すぎる」という質問に対し

ても、小学校教諭の６２．１％、中学校教諭の６２．４％が「とても感

じる」、小学校教諭の２９．９％、中学校教諭の２９．２％が「わりと

感じる」と回答している（甲３の２１８頁、２２１頁）。  

このように、小中学校の教諭の約９割が、仕事に対して多忙感を感

じている。  

 

 ７ 小括 

以上の調査結果によって、昭和４１年度調査当時と比べて、全国的

に教員の勤務環境は大きく変化していること、平成１８年度調査、さ

らには平成２８年度調査と、教員の長時間労働の実態は悪化の一途を

たどっており、早急に是正をしなければならない状況にあることが明

らかとなっている。  

 

第３ ＯＥＣＤ国際教員指導環境調査（ＴＡＲＩＳ２０１３） 

 １ 調査の概要  

ОＥＣＤが実施している「国際教員指導環境調査（ＴＡＲＩＳ）」は、
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学校の学習環境と教員の勤務環境に焦点を当てた国際的な調査である。 

日本は、２０１３年に実施された第２回調査（以下「ＴＡＲＩＳ２

０１３」という。）に初めて参加した。  

ＴＡＲＩＳ２０１３は、３４か国・地域が参加し、日本では、２０１

３年２月中旬から３月中旬にかけて、中学校の校長・教員へのアンケ

ート調査が行われ、１９２校の１９２人の校長、３４８４人の教員か

ら回答を得た（甲６）。 

 

 ２ 調査の結果  

ＴＡＲＩＳ２０１３によれば、日本の教員の１週間当たりの勤務時

間は、平均５３．９時間であった。この数値は、参加国平均の３８．３

時間を大幅に上回って、参加国最長であった（甲６の２３頁、甲７）。

勤務時間が第２位のシンガポールと比べても、１週間当たり６時間以

上長い時間となっている。  

業務内容別の内訳をみると、日本の教員は、指導（授業）に使った時

間は参加国平均と同程度（日本１７．７時間、参加国平均１９．３時

間）である一方で、授業の計画・準備に使った時間（日本８．７時間、

参加国平均７．１時間）、一般的事務業務に使った時間（日本５．５時

間、参加国平均２．９時間）、課外活動の指導に使った時間（日本７．

７時間、参加国平均２．１時間）等、授業以外の業務に多くの時間を

費やしている（甲６の２３～２４頁、甲７）。  

また、日本では職能開発に対するニーズは高い傾向にあるものの、

参加の障壁として、「職能開発の日程が自分の仕事のスケジュールと合

わない」とする教員の割合が８６．４％と、参加国平均の５０．６％

と比べて特に高く、多忙のために研修への参加も困難な状況にある（甲

６の１６頁、甲７）。  
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このようなＴＡＲＩＳ２０１３の調査結果は、平成１８年度調査や

平成２８年度調査とも整合的な結果となっている。  

 

第４ 「教員の仕事と意識に関する調査」  

１ 調査の概要  

愛知教育大学等の４大学により、「教員の仕事と意識に関する調査」

が２０１５年に実施された（甲８）。  

この調査は、２０１５年８月中旬から９月中旬にかけて、全国の公

立小学校・中学校・高校の教諭を対象に実施され、小学校教諭１４８

２人、中学校教諭１７５３人、高校教諭２１３８人から回答を得た。  

 

２ 調査の結果  

「教員の仕事と意識に関する調査」によれば、平日に学校で仕事を

する平均時間は、小学校教諭で１１時間８分、中学校教諭で１１時間

３２分、高校教諭で１０時間４６分であり、小学校教諭の６４．８％、

中学校教諭の７５．０％、高校教諭の５４．３％が、平日１日当たり

１１時間以上、学校で仕事をしている（甲８の６頁）。 

また、小学校教諭の８割以上、中学校・高校教諭の７割前後が、平日

に家でも仕事をしており、その時間は、小学校教諭が５４分、中学校

教諭が４２分、高校教諭が３８分である（甲８の６頁）。  

さらに、休日にも月平均で小学校教諭は２日、中学校教諭は４．５

日、高校教諭は４．０日出勤しているほか、休日に家で仕事をする時

間も、平均で小学校教諭は１時間５２分、中学校教諭は１時間２２分、

高校教諭は１時間９分となっている（甲８の７頁）。  

これらの調査結果からは、定時前後で帰ることができる教員はほと

んどおらず、休日や自宅での仕事も考慮すれば、過労死ラインを超え
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るような過酷な態様で勤務する教員がかなりの割合に上ることが明ら

かになっている。  

   そして、教員の仕事の悩みや不満のうち、最もその数値が高かった

のは、小中高いずれにおいても、「授業の準備をする時間が足りない」

という点であり、中でも小学校教諭は９４．５％と、ほぼすべての教

員が、授業の準備をする時間の不足を感じている（甲８の１３頁）。 

 

第５ 連合総研調査  

１ 調査の概要  

   公益財団法人連合総合生活開発研究所（以下「連合総研」という。）

は、２０１５年１２月、「教職員の働き方と労働時間の実態に関する調

査」を実施した（甲９。以下「連合総研調査」という。）。  

この調査では、全国の公立の小学校、中学校、高等学校、特別支援学

校の教諭を対象にアンケート調査を行い、小学校教諭の１９０３人、

中学校教諭の１０９４人から回答を得た。 

 

２ 調査の結果  

連合総研調査によると、小学校教諭の平均出勤時刻は７時３１分、

平均退勤時刻は１９時５分であり、平均在校時間は１１時間３３分に

上っている。また、中学校教諭の平均出勤時刻は７時２５分、平均退

勤時刻は１９時３７分であり、平均在校時間は１２時間１２分である。

連合総研が２００７年に民間雇用労働者を対象として実施した「生活

時間に関するアンケート調査２００７」では、労働者の在社時間（職

場にいる時間）の平均は９時間１５分であったことと比較しても、小

学校・中学校の教諭が職場にいる時間の長さは突出していることが読

み取れる（甲９の５頁、３１～３２頁）。 
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また、勤務日の労働時間を、①学校内、②自宅、③学校及び自宅以外

で分けてみると、①学校内の労働時間は、小学校教諭で平均１１時間

６分、中学校教諭で平均１１時間４３分、②自宅の労働時間は、小学

校教諭で平均５８分、中学校教諭で平均４８分、③学校及び自宅以外

の労働時間は、小学校教諭で平均２１分、中学校教諭で平均２８分で

あった（甲９の３７～４０頁）。  

そして、勤務日の労働時間と休日の労働時間を合わせた１週間当た

りの実労働時間数（学校外・自宅での労働時間を含む）を見ると、週

６０時間以上（すなわち過労死ラインを超える時間）働いている教員

の割合は、小学校教諭の７２．９％、中学校教諭の８６．９％と、非常

に高い割合であった。しかも、小学校教諭・中学校教諭ともに、週５

０時間未満の割合はゼロであった（甲９の３５～３６頁）。 

過去の他の調査によれば、民間雇用労働者の中で週労働時間がもっ

とも長い建設業従事者については、週６０時間以上の割合は１３．７％、

週５０時間未満の割合は７６．８％であり、極端な長時間労働が問題

となっている医者についても、週６０時間以上の割合は４０．０％、

週５０時間未満の割合は３５．７％である（甲９の３６～３７頁）。こ

れらの業種と比較しても、小学校・中学校の教諭がいかに異常な長時

間労働を余儀なくされているかが分かる。  

さらに、夏季休業期間においても、年休を取得しなかった平日１日

当たりの平均労働時間数は、小学校教員で９時間（学校内７時間４４

分、自宅２０分、学校及び自宅以外５６分）、中学校教員で８時間５７

分（学校内７時間５７分、自宅１３分、学校及び自宅以外４７分）で

あった（甲９の６０～６１頁）。このように、夏季休業期間中であって

も、教員の業務がなくなるわけではなく、時間外労働が発生している

のが現状である。  
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第６ 平成２８年度勤務状況調査（埼玉県）  

 １ 調査の概要  

   埼玉県は、平成２８年に、県内の各市町村の公立小学校・中学校の

常勤教職員を調査対象として、勤務状況調査を実施した（甲１０。以

下「埼玉県調査」という。）。  

調査は平成２８年６月１日から同月３０日にかけて実施され、小学

校の教職員１３４７人、中学校の教職員１６５７人から回答を得た。  

 

２ 調査の結果  

   埼玉県調査の結果によれば、勤務時間を除く在校時間の１日当たり

の平均は、小学校教職員が２時間４８分、中学校教職員が３時間２分

であった（甲１０の３頁）。  

小学校教諭についてみると、勤務時間を除く在校時間の１日当たり

の平均は、「３時間～」が最も多く３２．６％、次いで「２時間～」が

３１．６％となっており、１日平均２時間以上残業している教諭の割

合は、８割を超えている（甲１０の１７頁）。また、勤務時間を除く在

校時間に行った業務の割合は、「授業準備」「学級経営」「校務分掌」の

割合が高い（甲１０の１８頁）、  

中学校教諭についても、１日当たりの平均時間は、「２時間～」が３

０．０％、「３時間～」が２９．９％、「４時間～」が１７．７％であ

り、１日平均２時間以上残業している教諭の割合は８割を超えている

（甲１０の１７頁）。 

このように、埼玉県の調査においても、他の全国的な調査と同様に、

教員が極めて長時間の時間外勤務を余儀なくされている実態が明らか

となっている。  
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第７ 学習指導基本調査  

 １ 調査の概要  

   ベネッセ教育総合研究所は、小学校・中学校・高校における学習指

導の実態や教員の意識等の実態を調査し、経年の変化をみることを目

的とする「学習指導基本調査」を１９９７年から実施しており、２０

１６年には、その第６回調査が実施された（甲１１）。 

第６回調査は、２０１６年８月から９月にかけて、全国の公立の小

学校・中学校及び公立・私立の高等学校の校長・教員を対象に行われ、

小学校教員の３２８９人、中学校教員の３６８９人から回答を得た。  

 

２ 調査の結果  

第６回調査によれば、小学校教員の平均出勤時刻は７時２７分、平

均退勤時刻は１９時２１分、平均在校時間は１１時間５４分であり、

平均在校時間は２００７年調査と比べて４２分増加している（甲１１

の２６頁）。  

また、中学校教員の平均出勤時刻は７時２３分、平均退勤時刻は１

９時５３分、平均在校時間は１２時間３０分であり、平均在校時間は

１９９７年調査と比べて１時間３２分、２００７年調査と比べて４２

分増加している（甲１１の２６頁）。  

そして、教員の悩みのうち、小学校・中学校において最もその数値

が高かったのは、「教材準備の時間が十分に取れない」（小学校９０．

５％、中学校８３．３％）であり、次いで、「作成しなければならない

事務書類が多い」（小学校８４．９％、中学校７６．０％）、「教育行政

が学校現場の状況を把握していない」（小学校７６．９％、中学校７８．

２％）であった（甲１１の２８頁）。  
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第８ 過労死等防止対策白書  

１ 調査の概要  

平成３０年版過労死等防止白書（以下「白書」という。）では、重点

業種・職種として、教職員の過労死等をめぐる調査分析結果が報告さ

れた（甲１２）。 

  白書によれば、全国の国公私立の小学校、中学校、高等学校、特別

支援学校等に勤務する教職員５万６４５６人を対象にアンケート調査

が行われ、３万５６４０件の有効回答を得た。  

 

 ２ 調査の結果  

調査の結果によれば、教職員の平日１日の平均勤務時間は、通常期

が全体で１１時間１７分（小学校１１時間１５分、中学校１１時間３

７分）、繁忙期が全体で１２時間５６分（小学校１２時間５４分、中学

校１３時間２０分）であった。また、通常期の１日の勤務時間が１０

時間を超えると回答した人の割合は、全体の７６．８％、１２時間超

は全体の２６．６％となっており、繁忙期においては、１０時間超が

全体の８３．０％、１２時間超が全体の５７．１％を占めている（甲

１１の１０８～１１１頁）。  

 所定勤務時間を超えて業務が発生する理由については、「自分が行わ

なければならない業務量が多いため」との回答が最も多く、全体の６

９．６％を占めた（甲１１の１１２頁）。 

さらに、全体の８０．７％が「業務に関連するストレスや悩みを抱

えている」と回答しており、その具体的内容については、「長時間勤務

の多さ」を挙げる人が最多の４３．４％を占めた（甲１１の１１３～

１１４頁）。  
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第９ 連合アンケート  

 １ 調査の概要  

日本労働組合総連合会は、２０１８年９月１４日から１８日にかけ

て、全国の公立学校に勤務する２０歳以上の教員１０００名（小学校

４３２名、中学校２４０名、高校３２７名、その他８名、一部重複）を

対象に、「教員の勤務時間に関するアンケート」を実施した（甲１３。

以下「連合アンケート」という。）。  

 

 ２ 調査の結果  

連合アンケートの結果によれば、公立学校教員の１週間の総労働時

間（勤務日・学校内）の平均は、勤務日は５２．５時間、週休日は３．

２時間であった（甲１３の２頁）。 

また、その他の週平均労働時間をみると、勤務日・学校外（自宅を除

く）は１．０時間、勤務日・自宅は２．８時間、週休日・学校内は３．

２時間、週休日・学校外（自宅を除く）は０．９時間、週休日・自宅は

１．７時間であった（甲１３の３頁）。 

そして、学校外や自宅での労働も含めた、１週間（勤務日と週休日

の合計）の総労働時間でみると、週６０時間以上働いている教員の割

合は５３．４％となっている（甲１３の４頁）。 

このように、連合アンケートによっても、公立学校教員の半数以上

が過労死ラインを超える態様で勤務しているという、極めて異常な長

時間労働の実態が明らかとなっている。  

また、現在の仕事の状況について、「時間内に仕事が処理しきれない」

と回答した教員は、「とてもそう思う」５４．０％、「まあそう思う」２

８．８％の合計８２．８％（小学校では８８．０％、中学校では９０．
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４％）となり、大多数の教員が、時間内に仕事を終わらせるのは難し

いと感じている（甲１３の５頁）。 

なお、教員にも残業代を支払うように、制度の見直しを行うことに

対しては、８６．３％の教員が「賛成」と回答している（甲１３の１１

頁）。 

 

第 10 まとめ 

以上で述べた各調査結果からすれば、原告を含めた全国の教員が、

業務量の多さ等に起因して、給特法制定当時の想定とはかけ離れた、

所定労働時間を大きく上回る長時間労働を余儀なくされているという

実態は、明白なものであるといえる。  

このような長時間労働が生じたのは、教員に対して無定量な業務遂

行が「命じられている」結果に他ならないのであって、「時間外勤務を

命じない」という給特法の建前には、大きく反する結果となっている。  

このように、給特法の建前に反する時間外勤務の実態があるにもか

かわらず、給特法に基づく、給料月額のわずか４％に当たる「教職調

整額」の支給をもって、教員の時間外勤務は全て包括的に評価されて

おり、教員に割増賃金請求権（時間外勤務手当請求権）は発生しない

という解釈は、到底成り立つものではない。  

以上  


